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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自 平成13年
  ４月１日
至 平成13年
  ９月30日

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成13年 
  ４月１日 
至 平成14年 
  ３月31日 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成15年
  ３月31日

売上高 (千円) 429,062 341,302 309,750 856,016 691,914

経常損失 (千円) 137,666 51,996 68,493 165,981 128,272

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) △170,656 76,672 △78,672 △279,146 3,137

純資産額 (千円) 892,944 860,830 709,222 784,158 787,845

総資産額 (千円) 1,112,739 1,017,318 837,509 950,717 925,661

１株当たり純資産額 (円) 86,769.41 83,648.87 68,676.56 76,198.46 76,312.04

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△) 

(円) △16,583.06 7,450.42 △7,618.51 △27,125.31 304.75

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円) ― 7,408.66 ― ― 300.46

自己資本比率 (％) 80.2 84.6 84.7 82.5 85.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △90,092 65,651 △114,674 △60,964 48,341

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △76,562 144,703 19,692 △144,166 △11,128

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △14,880 △14,520 △9,560 △29,760 △25,249

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 341,935 484,413 195,999 288,578 300,542

従業員数 
(他、平均臨時雇用者数) 

(名) 
41
(16)

40
(18)

34
(18)

40 
(20) 

40
(19)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第9期中間連結会計期間(平成13年4月1日から平成13年9月30日まで)の潜在株式調整後１株当たり中間純

利益は、中間純損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 第9期(平成13年4月1日から平成14年3月31日まで)の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期純損

失が計上されているため記載しておりません。 

４ 第10期中間連結会計期間(平成14年4月1日から平成14年9月30日まで)から、１株当たり純資産額、１株

当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定にあたっては、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第2号)及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第4号)を適用しております。 

５ 第11期中間連結会計期間(平成15年4月1日から平成15年9月30日まで)の潜在株式調整後１株当たり中間

純利益は、中間純損失が計上されているため記載しておりません。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自 平成13年
  ４月１日
至 平成13年
  ９月30日

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成13年 
  ４月１日 
至 平成14年 
  ３月31日 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成15年
  ３月31日

売上高 (千円) 381,731 288,602 282,438 732,572 595,378

経常損失 (千円) 131,969 39,547 49,429 171,599 111,932

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) △176,363 88,358 △60,434 △292,886 19,166

資本金 (千円) 606,500 606,500 607,100 606,500 607,050

発行済株式総数 (株) 10,291 10,291 10,327 10,291 10,324

純資産額 (千円) 874,070 845,906 716,878 757,547 777,263

総資産額 (千円) 1,043,370 971,482 838,524 877,386 894,105

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.8 87.1 85.5 86.3 1,861.88

従業員数 
(他、平均臨時雇用者数) 

(名) 
30
(15)

28
(17)

23
(18)

29 
(19) 

28
(18)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(期末)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(期

末)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

 



ファイル名:11期半期報告書.doc 更新日時:2004/01/09 15:39 印刷日時:04/01/09 15:44 

２ 【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更
はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

 平成15年9月30日現在 

部門の名称 従業員数(名) 

コミュニティ関連事業部門 18（17） 

ウェブプロデュース事業部門 10（－） 

管理部門(全社共通) 6（ 1） 

合計 34（18） 

(注)１ 従業員数は、就業人員であります。 

  ２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

 

(2) 提出会社の状況 

   平成15年9月30日現在の従業員数は、23名であり、このほか臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用
人員は、18名であります。 

   なお、従業員数は就業人員であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

   労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 
 当中間連結会計期間のわが国経済は、企業の設備投資抑制や個人消費の不振、世界経済の先行き不安など、景
気低迷の状況ではじまり、また、期中におきましても急激な円高などにより厳しい状況が続いております。しか
し一方では、日経平均株価の上昇や業績回復企業による設備投資も増加しつつあるなど、明るい材料も見受けら
れています。 
 
 このような状況のなかで、企業においてインターネットにおけるマーケティング活動への注目度、需要が増加
しつつあり、マーケティング手段としてのコミュニティの開設需要も着実に増加してまいりました。 
 当社グループにおきましても、コミュニティを活用し、マーケティング活動を企業と消費者が共同で行ない共
存共栄を実現する「コラボレーティブ・マーケティング」を提唱し、マーケティング・コンサルティングからコ
ミュニティ開設、サイト制作、プロモーション、各種リサーチ等のトータル・ソリューションの提供に注力し、
活動してまいりました。 
 
 当社グループの当中間連結会計年度における業績の概況は以下のとおりであります。 
 
 当中間連結会計期間のコミュニティ関連の売上高は 278,681千円、前年同期比 9.6％減となりました。システ
ム開発及びホームページ制作の売上高は 31,069千円、前年同期比 5.5％減となり、売上高は309,750千円、前年
同期比 9.2％減となりました。 
 
売上総利益は原価抑制により、売上総利益率が前年同期比 4.1ポイント向上したものの売上高減少分を補えず、
211,720千円、前年同期比 3.4％減となりました。また、販売費及び一般管理費は経費削減を推進してまいりまし
たが、業務体制整備等の費用発生や、人件費増加により 280,388千円、前年同期比 3.6％増とほぼ横ばいとなり、
営業損失 68,668千円（前中間連結会計期間 営業損失 51,657千円）、経常損失 68,493千円（前中間連結会計期
間 経常損失 51,996千円）と損失幅が拡大するに至りました。 
 
また、特別利益として賞与引当金戻入等により6,718千円の計上があったものの、サービスのバージョンアップに
ともなうソフトウェアの除却等により特別損失 16,333千円を計上いたしました。これにより当中間純損失 
78,672千円（前中間連結会計期間 中間純利益 76,672千円）を計上するに至りました。 
 
 役職員数は、人員計画に基づき採用を実施しておりますが、自然退職等により当中間期末で41名（前連結会計
年度末47名）となりました。 
 
 
 各事業の売上高及び構成比率は次のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 品目 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

コミュニティ関連  

コミュニティ供給事業 133,973 39.3 143,483 46.3

コンテンツセキュリティ事業 27,013 7.9 24,889 8.0

データマイニング事業 86,535 25.4 79,403 25.6

メール広告事業 19,317 5.7 － －

インターネット広告代理事業等 41,587 12.1 30,904 10.1

コミュニティ関連小計 308,426 90.4 278,681 90.0

その他システム開発、ホームページ制作等 32,876 9.6 31,069 10.0

合計 341,302 100.0 309,750 100.0

(注) 記載金額の千円未満を切捨てて表示しております。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 
 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より104,542千円減少し195,999千円
となりました。 
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 営業活動によるキャッシュ・フローは、資金の減少が114,674千円（前連結会計年度は65,651千円の増加）とな
りました。 
主な要因は、税金等調整前中間純損失78,107千円、売上債権の増加額64,896千円、未払消費税等の減少額17,663
千円であります。 
 
 投資活動によるキャッシュ・フローは、資金の増加が19,692千円（前年同期比86.4％減）となりました。 
前連結会計年度に比べて設備投資額が減少（前年同期比6.2％減）したものの、前連結会計年度において営業譲渡
による収入198,152千円があったため前年同期比で大幅減となりました。 
 
 財務活動によるキャッシュ・フローは、資金の減少が9,560千円（前年同期比34.2％減）となりました。 
これは、長期借入金の返済額が減少したためであります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

 

(2) 外注実績 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日)の外注実績を各事業ごとに開示すると、

下記の結果になります。 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

コミュニティ供給事業 38,967 ＋12.9 

コンテンツセキュリティ事業 1,697 ＋3,796.5 

データマイニング事業 27,032 ＋217.8 

インターネット広告代理事業等 23,497 △19.6 

その他システム開発、ホームページ制作等 2,878 ＋98.2 

合計 94,074 ＋27.0 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 受注実績 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日)の受注実績については、当社は受注生

産を行っていないため、受注状況の記載はしておりません。 

 

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日)の販売実績を各事業ごとに開示すると、

下記の結果になります。 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

コミュニティ供給事業 143,483 ＋7.1 

コンテンツセキュリティ事業 24,889 △7.9 

データマイニング事業 79,403 △8.2 

インターネット広告代理事業等 30,904 △25.7 

その他システム開発、ホームページ制作等 31,069 △5.5 

合計 309,750 △9.2 

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
相手先 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

パナソニック モバ

イルコミュニケーシ

ョンズ株式会社(松

下通信工業株式会

社) 86,531 25.4

 

 

 

 

82,993 26.8
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松下電器産業株式

会社 － －

 

66,584 21.5

マイポイント・ 

ドット・コム株式

会社 39,200 11.5

 

 

－ －

(注) 1 金額には、消費税等は含まれておりません。 

2 前中間連結会計期間の松下電器産業株式会社及び当中間連結会計期間のマイポイント・ドッ

ト・コム株式会社については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

3 松下通信工業株式会社は平成15年１月１日付でパナソニック モバイルコミュニケーションズ

株式会社に名称変更しております。 



ファイル名:11期半期報告書.doc 更新日時:2004/01/09 15:39 印刷日時:04/01/09 15:44 

３ 【対処すべき課題】 

 
   当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 
 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

 

 

５ 【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

（１）主要な設備の取得 
当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 
 

帳簿価額(千円) 
会社名 

事業所名 

(所在地) 
設備の内容 

工具器具備品 ソフトウェア 合計 

提出会社 
本社 

(東京都渋谷区) 

サーバー増強及び

ソフトウェア 
14,856 36,107 50,963 

合計 14,856 36,107 50,963 

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

（２）主要な設備の除却 
当中間連結会計期間に以下の設備を除却いたしました。 
 

帳簿価額(千円) 
会社名 

事業所名 

(所在地) 
設備の内容 

工具器具備品 ソフトウェア 合計 

提出会社 
本社 

(東京都渋谷区) 

サーバー及び 

ソフトウェア 
1,095 8,685 9,781 

合計 1,095 8,685 9,781 

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 
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２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備計画の変更 
 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要
な変更はありません。 
 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
 
（２）重要な設備計画の完了 
 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであり
ます。 
 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
投資額 
（千円） 

完了年月 
完成後の 
増加能力 

提出会社 
本社 

(東京都渋谷区) 

ソフトウェア 
「ｅ－マイニング
Version5.0」 

21,456 平成15年９月 － 

提出会社 
本社 

(東京都渋谷区) 

サーバー 
「ｅ－マイニング
Version5.0」 

11,121 平成15年９月 － 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 37,164 

計 37,164 

 

② 【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成15年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成15年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 10,327 同左

大阪証券取引所 
ニッポン・ニュー・

マーケット 
「ヘラクレス」 

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 10,327 同左 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権 

株主総会の特別決議(平成12年2月18日) 

 
中間会計期間末現在 
(平成15年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成15年11月30日) 

新株予約権の数 (個) 24 (注)    (注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 24 (注)    (注) 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当たり16,667 同左 

新株予約権の行使期間 
自平成15年2月19日 
至平成22年2月18日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格     16,667 
資本組入額   16,667 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 臨時株主総会決議及び取締
役会決議に基づき、当社と付
与対象取締役及び従業員との
間で締結する「新株引受権付
与契約書」の定めるところに
よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権の譲渡、担保権
の設定等一切の処分を行うこ
とはできない。 

同左 

(注) １ 新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数か

ら既に権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数となっております。 

２ 新株予約権の付与株式数は、平成12年6月11日付けで1株を3株に株式分割したことにより取締役につい

ては、1名12株から240株に、従業員については、1名3株から30株に調整されております。 
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３ 当社が株式の分割または株式併合を行う場合、次の算式により、調整されます。ただし、かかる調整

は、その時点で対象者が新株予約権を行使していない場合の目的たる株式の数についてのみ行われる

ものであります。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

４ 行使価額は、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の

結果生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

1 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

分割・併合の比率 

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権、商法等の一部を改正する法律(平成13年

法律第128号)施行前の商法に定められた新株引受権付社債にかかる新株引受権及び同法第280条ノ19に

定められた新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価格を調整し、調整の結果生

ずる1円未満の端数は切り上げる。 

新規発行株式数×1株当たり払込金 
既発行株式数＋ 

新規発行前の株価 
 

調整後行使価額 

 

＝ 

 

調整前行使価額 ×
既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

 

② 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

株主総会の特別決議(平成14年6月25日) （平成14年8月23日発行の新株予約権） 

 
中間会計期間末現在 
(平成15年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成15年11月30日) 

新株予約権の数 (個) 348 (注)     (注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 348 (注)     (注) 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当たり324,450 同左 

新株予約権の行使期間 
自平成16年7月1日 
至平成19年6月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格     324,450 
資本組入額   162,225 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1)各新株予約権の一部行使
はできないものとする。 
(2)この他、権利行使の条件
は平成14年6月25日の定時株
主総会決議およびその後の取
締役会決議に基づき、当社と
付与対象者との間で締結する
新株予約権割当契約書の定め
るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を要
する。 

同左 

(注) １ 新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数か

ら既に権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数となっております。 

２ 新株予約権1個当たりの目的たる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は1株とする。 

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整す

るものとし、調整の結果1株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを

得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

付与株式数を調整する。 

３ 当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使および平
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成14年4月1日改正前商法第280条ノ19に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により

行使価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

新規発行株式数×1株当たり払込金 
既発行株式数＋ 

分割・新規発行前の株価 
 

調整後行使価額 

 

＝ 

 

調整前行使価額 ×
既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。 

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整される

ものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

1 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

分割・併合の比率 

 

さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを

得ない事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行

使価額を調整するものとする。 

 

③ 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

株主総会の特別決議(平成14年6月25日) （平成15年3月28日発行の新株予約権） 

 
中間会計期間末現在 
(平成15年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成15年11月30日) 

新株予約権の数 (個) 388 (注)     (注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 388 (注)     (注) 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当たり140,369 同左 

新株予約権の行使期間 
自平成16年7月1日 
至平成19年6月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格     140,369 
資本組入額    70,185 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1)各新株予約権の一部行使
はできないものとする。 
(2)この他、権利行使の条件
は平成14年6月25日の定時株
主総会決議およびその後の取
締役会決議に基づき、当社と
付与対象者との間で締結する
新株予約権割当契約書の定め
るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を要
する。 

同左 

(注) １ 新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数か

ら既に権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数となっております。 

２ 新株予約権1個当たりの目的たる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は1株とする。 

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整す

るものとし、調整の結果1株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを

得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

付与株式数を調整する。 

３ 当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使および平
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成14年4月1日改正前商法第280条ノ19に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により

行使価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

新規発行株式数×1株当たり払込金 
既発行株式数＋ 

分割・新規発行前の株価 
 

調整後行使価額 

 

＝ 

 

調整前行使価額 ×
既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。 

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整される

ものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

1 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

分割・併合の比率 

 

さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを

得ない事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行

使価額を調整するものとする。 

 

④ 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

株主総会の特別決議(平成15年6月26日) （平成15年8月20日発行の新株予約権） 

 
中間会計期間末現在 
(平成15年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成15年11月30日) 

新株予約権の数 (個) 549 (注)     (注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 549 (注)     (注) 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当たり135,928 同左 

新株予約権の行使期間 
自平成17年7月1日 
至平成20年6月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格     135,928 
資本組入額    67,964 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1)各新株予約権の一部行使
はできないものとする。 
(2)この他、権利行使の条件
は平成15年6月26日の定時株
主総会決議およびその後の取
締役会決議に基づき、当社と
付与対象者との間で締結する
新株予約権割当契約書の定め
るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を要
する。 

同左 

(注) １ 新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数か

ら既に権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数となっております。 

２ 新株予約権1個当たりの目的たる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は1株とする。 

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整す

るものとし、調整の結果1株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを

得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

付与株式数を調整する。 

３ 当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使および平
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成14年4月1日改正前商法第280条ノ19に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により

行使価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

新規発行株式数×1株当たり払込金 
既発行株式数＋ 

分割・新規発行前の株価 
 

調整後行使価額 

 

＝ 

 

調整前行使価額 ×
既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。 

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整される

ものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

1 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

分割・併合の比率 

 

さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを

得ない事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行

使価額を調整するものとする。 

 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(千円) 

資本金残高
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成15年４月１日～ 
平成15年９月30日 

3 10,327 50 607,100 ― 430,500

（注）新株予約権(旧新株引受権)の行使により、発行済株式総数が3株、資本金が50千円増加しております。 

 

(4) 【大株主の状況】 

 平成15年9月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

菊川 曉 東京都品川区上大崎2-5-20 6,621 64.11

川手 広樹 東京都渋谷区代々木1-40-7 381 3.68

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 268 2.59

菊川 匡 東京都世田谷区砧4-13-12 240 2.32

竹園 秀明 埼玉県幸手市中2-6-40 88 0.85

村本 理恵子 東京都世田谷区南烏山3-24-1 80 0.77

新妻 修 神奈川県相模原市下九沢2967-7 69 0.66

山本 繁喜 岡山県岡山市東平島1134-42 55 0.53

金子 博昭 和歌山県和歌山市毛見1505-2 49 0.47

吉田 勉 東京都調布市布田5-53-29 42 0.40

計 ― 7,893 76.43

（注）上記の株主の持株数には、信託業務または株式保管業務に係る株式数が含まれている場合があります。 
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 平成15年9月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式   10,327 10,327
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

発行済株式総数 10,327 ― ― 

総株主の議決権 ― 10,327 ― 

 

② 【自己株式等】 

 平成15年9月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成15年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 179,000 132,000 168,000 138,000 155,000 169,000

最低(円) 103,000 115,000 115,000 123,000 116,000 126,000

(注) 最高、最低株価は、大阪証券取引所(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」)におけるものであ

ります。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 
 
(1) 役職の異動 

新役名及び職名 旧約名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役会長 
(兼ソリューション局長) 

取締役会長 
(兼システムソリューション局長)

村本 理恵子 平成15年９月１日 

（注） 当社では、コーポレートガバナンスの強化の一貫として、経営における意思決定及び監督機能の分離を

進めるため、執行役員制度を導入しております。 

なお、平成15年11月４日付の組織変更及び人事異動後における執行役員は、以下のとおりであります。 
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 氏名 役職等 

執行役員 工藤 龍矢 営業局長 

執行役員 藤田 公司 管理局長 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は、改正前の中間連結

財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は、改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14

年９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)の中間連結財

務諸表並びに前中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成

15年４月１日から平成15年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査

を受けております。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

 
前中間連結会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  499,413 295,999  450,542

２ 受取手形及び売掛金  118,312 161,180  96,283

３ その他 ※２  15,635 16,216  13,711

貸倒引当金  △861 △191  △828

流動資産合計  632,500 62.2 473,205 56.5  559,708 60.5

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 工具器具備品  59,146 56,807  53,866

(2) その他  7,774 5,977  6,425

有形固定資産合計  66,920 6.6 62,785 7.5  60,292 6.5

２ 無形固定資産   

(1) ソフトウェア  178,205 185,871  177,977

(2) 連結調整勘定  24,608 14,765  19,686

(3) その他  7,005 7,752  7,188

無形固定資産合計  209,819 20.6 208,388 24.9  204,852 22.1

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  27,975 21,530  25,082

(2) 敷金及び保証金  51,769 49,919  49,919

(3) その他  28,730 21,718  26,123

  貸倒引当金  △398 △39  △318

投資その他の資産合計  108,077 10.6 93,129 11.1  100,807 10.9

固定資産合計  384,817 37.8 364,303 43.5  365,952 39.5

資産合計  1,017,318 100.0 837,509 100.0  925,661 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  46,275 36,937  39,091

２ １年以内返済予定 
  長期借入金 

 20,891 4,095  12,506

３ 未払金  35,628 51,706  25,467

４ 未払法人税等  565 565  1,130

５ 賞与引当金  17,862 19,402  23,984

６ その他 ※２  30,370 14,779  33,635

流動負債合計  151,593 14.9 127,486 15.2  135,815 14.7

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金  4,895 800  2,000

固定負債合計  4,895 0.5 800 0.1  2,000 0.2

負債合計  156,488 15.4 128,286 15.3  137,815 14.9

   

(少数株主持分)   

少数株主持分  ― ― ― ―  ― ―

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  606,500 59.6 607,100 72.5  607,050 65.6

Ⅱ 資本剰余金  430,500 42.3 430,500 51.4  430,500 46.5

Ⅲ 利益剰余金  △176,169 △17.3 △328,377 △39.2  △249,704 △27.0

資本合計  860,830 84.6 709,222 84.7  787,845 85.1

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

 1,017,318 100.0 837,509 100.0  925,661 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 

 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  341,302 100.0 309,750 100.0  691,914 100.0

Ⅱ 売上原価  122,199 35.8 98,030 31.6  258,687 37.4

売上総利益  219,103 64.2 211,720 68.4  433,227 62.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  270,760 79.3 280,388 90.5  560,655 81.0

営業損失  51,657 △15.1 68,668 △22.1  127,427 △18.4

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 221 312 691 

２ 雑収入 0 221 0.1 ― 312 0.0 72 763 0.1

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息 560 137 908 

２ 保証金償却 ― 560 0.2 ― 137 0.0 700 1,608 0.2

経常損失  51,996 △15.2 68,493 △22.1  128,272 △18.5

Ⅵ 特別利益   

 １ 営業譲渡益 132,605 ― 132,605 

 ２ 貸倒引当金戻入益 397 916 510 

 ２ 賞与引当金戻入益 ― 5,271 ― 

 ３ その他 2,885 135,887 39.8 531 6,718 2.2 8,992 142,107 20.5

Ⅶ 特別損失   

１ 固定資産除却損 ※２ 6,669 9,781 7,467 

２ 投資有価証券評価損 ― 3,552 1,199 

３ 業務委託解約損 ― 3,000 ― 

４ その他 ― 6,669 2.0 ― 16,333 5.3 922 9,589 1.4

税金等調整前中間(当期) 
純利益又は税金等調整前 
中間純損失(△) 

 77,221 22.6 △78,107 △25.2  4,245 0.6

法人税、住民税及び事業税 549 549 0.1 565 565 0.2 1,107 1,107 0.2

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

 76,672 22.5 △78,672 △25.4  3,137 0.4
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  430,500  

 １ 資本準備金期首残高  430,500 430,500 ― ― 430,500 430,500

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

 430,500 430,500  430,500

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  △249,704  

  欠損金期首残高  △252,841 △252,841 ― ― △252,841 △252,841

Ⅱ 利益剰余金増加高    

 １ 中間(当期)純利益  76,672 76,672 ― ― 3,137 3,137

Ⅲ 利益剰余金減少高    

 １ 中間純損失  ― ― 78,672 78,672 ― ―

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

 △176,169 △328,377  △249,704
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益(△税金等調整前 
  中間純損失) 

 77,221 △78,107 4,245

２ 減価償却費  34,408 31,675 65,517

３ 連結調整勘定償却  4,921 4,921 9,843

４ 賞与引当金の増加 
  (△減少)額 

 1,613 △4,581 7,735

５ 貸倒引当金の減少額  △397 △916 △510

６ 受取利息及び受取配当金  △221 △312 △691

７ 支払利息  560 137 908

８ 投資有価証券評価損  ― 3,552 1,199

９ 投資有価証券売却益  ― ― △6,107

10 有形固定資産除却損  ― 1,095 798

11 無形固定資産除却損  6,669 8,685 6,669

12 営業譲渡益  △132,605 ― △132,605

13 売上債権の減少(△増加)額  70,361 △64,896 94,002

14 仕入債務の増加(△減少)額  5,310 △2,154 △3,485

15 未払消費税等の増加 
(△減少)額 

 14,312 △17,663 15,832

16 その他  △15,514 4,802 △14,150

小計  66,640 △113,762 49,202

17 利息及び配当金の受取額  221 312 691

18 利息の支払額  △560 △137 △908

19 法人税等の還付額  ― 42 22

20 法人税等の支払額  △650 △1,130 △665

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 65,651 △114,674 48,341

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による支出  △15,000 ― △150,000

２ 定期預金の払出による収入  ― 50,000 ―

３ 有形固定資産の取得による
支出 

 △13,768 △16,184 △21,150

４ 無形固定資産の取得による 
支出 

 △22,666 △17,992 △46,344

５ 投資有価証券の売却による 
収入 

 ― ― 7,800

６ 営業譲渡による収入  198,152 ― 198,152

７ 保証金の支出  △3,700 ― △3,700

８ 保証金の回収  4,060 ― 5,910

９ 長期前払費用の支出  △4,934 △913 △6,079

10 その他投資の支出  2,560 4,782 4,284

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 144,703 19,692 △11,128
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 長期借入金の返済による 
  支出 

 △14,520 △9,611 △25,800

２ 株式の発行による収入  ― 50 550

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △14,520 △9,560 △25,249

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (△減少額) 

 195,835 △104,542 11,963

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 288,578 300,542 288,578

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 484,413 195,999 300,542
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1)子会社は全て連結して

おります。 

連結子
会社 

1社 

会社名 
 

㈱ガーラウェ
ブ 

 

(1)子会社は全て連結して

おります。 

   同左 

連結子会社の数 1社 

株式会社ガーラウェブ 

２ 持分法の適用に関

する事項 

該当する事項はありません  同左  同左 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。 

 同左 連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致し

ております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による

原価法 

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

 同左 

 

(1)重要な資産の評価基準  

  及び評価方法 

   有価証券 

    その他有価証券 

    時価のないもの 

     同左 

 

 (2)重要な減価償却資産の 

減価償却方法 

有形固定資産 

定率法 

   なお、主な耐用年数

  は、次のとおりであり

  ます。 

  建物8～15年 

  工具器具備品4～15年 

無形固定資産 

定額法 

   なお、自社利用のソ

  フトウェアについて 

  は、社内における利用

  可能期間(5年)に基づ 

  く定額法を採用してお

  ります。 

(2)重要な減価償却資産の 

減価償却方法 

有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

無形固定資産 

同左 

 

 

(2)重要な減価償却資産の 

  減価償却方法 

   有形固定資産 

   同左 

    

 

 

 

 

   無形固定資産 

   同左 

 



ファイル名:11期半期報告書.doc 更新日時:2004/01/09 15:39 印刷日時:04/01/09 15:44 

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 (3)重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(3)重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 同左 

 

(3)重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

 従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。 

賞与引当金 

 同左 

 

賞与引当金 

同左 

 (4)重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引について

は、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じ

た会計処理によって

おります。 

(4)重要なリース取引の処

理方法 

   同左 

(4)重要なリース取引の処

理方法 

   同左 

 (5)その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によって

おります。 

(5)その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

同左 

 

(5)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 

イ 消費税等の会計処理 

  同左 

 

ロ 自己株式及び法定準
備金の取崩等に関する
会計基準 

 「自己株式及び法定準
備金の取崩等に関する
会計基準」（企業会計
基準委員会 平成14年
２月21日 企業会計基
準第１号）が平成14年
４月１日以後に適用さ
れることになったこと
に伴い、当連結会計年
度から同会計基準によ
っております。 

 これによる当連結会計
年度の損益に与える影
響はありません。 

 なお、連結財務諸表規
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則の改正により、当連結

会計年度における連結貸

借対照表の資本の部及び

連結剰余金計算書につい

ては、改正後の連結財務

諸表規則により作成して

おります。 

 

ハ １株当たり当期純利
益に関する会計基準等 

 「１株当たり当期純利
益に関する会計基準」
（企業会計基準委員会
平成14年９月25日 企
業会計基準第２号）及
び「１株当たり当期純
利益に関する会計基準
の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成14
年９月25日 企業会計
基準適用指針第４号）
が平成14年４月１日以
後開始する連結会計年
度に係る連結財務諸表
から適用されることに
なったことに伴い、当
連結会計年度から同会
計基準によっておりま
す。 

 なお、当連結会計年度

において、前連結会計年

度と同様の方式によった

場合の(１株当たり情報)

について金額に与える影

響はありません。 

 

５ (中間)連結キャッ

シュ・フロー計算

書における資金の

範囲 

 手許資金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から3ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

 同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 
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追加情報 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

（自己株式及び法定準備金取崩等会
計） 
 当中間連結会計期間から「自己株
式及び法定準備金の取崩等に関する
会計基準（企業会計基準第１号）」
（平成14年２月21日 企業会計基準
委員会）を適用しております。 
 

──────────── ──────────── 

（中間連結貸借対照表） 
 中間連結財務諸表規則の改正によ
り当中間連結会計期間から「資本準
備金」は「資本剰余金」と「欠損
金」は「利益剰余金」として表示し
ております。 
 

──────────── ──────────── 

（中間連結剰余金計算書） 
１ 中間連結財務諸表規則の改正に
より当中間連結会計期間から中間連
結剰余金計算書を資本剰余金の部及
び利益剰余金の部に区分して記載し
ております。 
２ 中間連結財務諸表規則の改正に
より当中間連結会計期間から「連結
剰余金期首残高」は「利益剰余金期
首残高」と「欠損金中間期末残高」
は「利益剰余金中間期末残高」とし
て表示しております。 
 また、前中間連結会計期間におい
て独立掲記しておりました中間純利
益については「利益剰余金増加高」
の内訳として表示しております。 
なお、前中間連結会計期間は中間純
損失を計上しております。 

──────────── ──────────── 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

前中間連結会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成15年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額 54,958千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 76,517千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 67,405千円
 

※２ 消費税等 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２ 消費税等 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２    ───── 
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(中間連結損益計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

給与手当 65,597千円

賃借料 29,272千円

賞与引当金 
繰入額 

12,810千円

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

給与手当 65,382千円

賃借料 35,337千円

賞与引当金 
繰入額 

17,434千円

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

給与手当 138,801千円

賃借料 63,840千円

賞与引当金 
繰入額 

40,352千円

役員報酬 37,785千円

ソフトウェア 
償却 

37,655千円

派遣社員費 37,480千円

法定福利費 28,093千円

減価償却費 21,945千円
  

※２固定資産除却損の内容 

ソフトウェア 6,669千円

    

       

※２固定資産除却損の内容 

工具器具備品 1,095千円

ソフトウェア 8,685千円
 

※２ 固定資産除却損の内容 

建物 798千円

ソフトウェア 6,669千円
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

 

現金及び預金勘定 499,413千円 

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

15,000千円 

現金及び現金同等物 484,413千円 

  
 

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

 

現金及び預金勘定 295,999千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

100,000千円

現金及び現金同等物 195,999千円
 

現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 450,542千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

150,000千円

現金及び現金同等物 300,542千円
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(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

工具器具 

備品 

(千円) 

その他 

(千円) 

合計 

(千円) 

取得価額相当額 55,775 4,754 60,530

減価償却累計額 

相当額 
30,542 297 30,839

中間期末残高 

相当額 
25,233 4,457 29,690

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

工具器具

備品 

(千円)

その他

(千円)

合計 

(千円)

取得価額相当額 55,775 4,754 60,530

減価償却累計額

相当額 
44,486 1,485 45,972

中間期末残高

相当額 
11,289 3,268 14,557

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

工具器具 

備品 

(千円) 

その他 

(千円) 

合計 

(千円)

取得価額相当額 55,775 4,754 60,530

減価償却累計額 

相当額 
37,514 891 38,405

期末残高 

相当額 
18,261 3,863 22,124

 
② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 15,378千円

１年超 15,643千円

合計 31,021千円
 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 12,209千円

１年超 3,433千円

合計 15,643千円
 

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 15,536千円

１年超 7,835千円

合計 23,371千円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 7,602千円 

減価償却費相当額 7,269千円 

支払利息相当額 361千円 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 7,911千円

減価償却費相当額 7,566千円

支払利息相当額 218千円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 15,513千円

減価償却費相当額 14,835千円

支払利息相当額 662千円
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 

⑤ 支払利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。 

⑤ 支払利息相当額の算定方法 

   同左 

 

⑤ 支払利息相当額の算定方法 

   同左 
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(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

   提出会社及び連結子会社は、時価のある有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

前中間連結会計期間 
(平成14年９月30日) 

区分 
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 27,975

 

(当中間連結会計期間) 

 

１ 時価評価されていない主な有価証券 

 

当中間連結会計期間 
(平成15年９月30日) 

区分 
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 21,530

 

(前連結会計年度) 

１ 時価評価されていない主な有価証券 

 

前連結会計年度 
(平成15年３月31日) 

区分 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 25,802
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(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

   当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

   当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

   当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

 



ファイル名:11期半期報告書.doc 更新日時:2004/01/09 15:39 印刷日時:04/01/09 15:44 

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

   提出会社及び連結子会社は、インターネット関連事業を事業内容としており、販売形態から見て単一セグ 
  メントのため、記載しておりません。 

 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

   提出会社及び連結子会社は、インターネット関連事業を事業内容としており、販売形態から見て単一セグ 
  メントのため、記載しておりません。 

 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

   提出会社及び連結子会社は、インターネット関連事業を事業内容としており、販売形態から見て単一セグ 
  メントのため、記載しておりません。 



ファイル名:11期半期報告書.doc 更新日時:2004/01/09 15:39 印刷日時:04/01/09 15:44 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

   在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

   本邦以外の国、または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

   本邦以外の国、または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

   海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

   海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

   海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日)

１株当たり純資産額 83,648円87銭 68,676円56銭 76,312円04銭 

１株当たり中間(当期)純利益

又は中間純損失(△) 
7,450円42銭 △7,618円51銭 304円75銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 
7,408円66銭 ――――― (注2) 300円46銭 

 (追加情報) 
当中間連結会計期間か

ら「１株当たり当期純利
益に関する会計基準（企
業会計基準第２号）」
（平成14年９月25日 企
業会計基準委員会）及び
「１株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用
指針（企業会計基準適用
指針第４号）」（平成14
年９月25日 企業会計基
準委員会）を適用してお
ります。 
なお、当中間連結会

計期間において、前中
間連結会計期間及び前
連結会計年度と同様の
方式によった場合の
（１株当たり情報）に
ついて金額に与える影
響はありません。 

  当連結会計年度から
「１株当たり当期純利益
に関する会計基準（企業
会計基準第２号）」（平
成14年９月25日 企業会
計基準委員会）及び「１
株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針
（企業会計基準適用指針
第４号）」（平成14年９
月25日 企業会計基準委
員会）を適用しておりま
す。 
 なお、当連結会計年度
において、従来と同様の
方法によった場合の（１
株当たり情報）について
金額に与える影響はあり
ません。 

（注）１ １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△)は、期中平均株式数に基づき算出したものであります。 
   ２ １株当たり中間純損失が計上されているため記載しておりません。 
   ３ １株当たり中間(当期)純利益又は潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は以下の

とおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日)

損益計算書上の中間(当期)純

利益又は中間純損失(△) 

 (千円) 

76,672 △78,672 3,137 

普通株式に係る中間(当期)純

利益又は中間純損失(△) 

 (千円) 

76,672 △78,672 3,137 

普通株主に帰属しない金額の

主な内訳 (千円) 
該当事項はありません ― ― 

普通株式の期中平均株式数 

(株) 

  普通株式 

 

 

10,291 

 

 

10,327 

 

 

10,294 

 

中間(当期)純利益調整額 

(千円) 
― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要

な内訳 (株) 

  新株予約権 

   (旧新株引受権) 

 

 

 

 

58 

 

 

 

 

 

― (注1) 

 

 

 

 

 

25 
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  新株予約権 ― ― (注1) 123 

普通株式増加数 (株) 58 ― (注1) 148 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要 

新株予約権 
 「株主総会の特別決
議(平成13年２月27
日)」銘柄 

 潜在株式の数114株 
 「株主総会の特別決
議(平成14年６月25
日)」銘柄 

 潜在株式の数397株 
 これらの詳細につ
いては、第４提出会
社の状況１株式等の
状況(2)新株予約権等
の状況に記載のとお
りであります。 

――――― (注1) 新株予約権(旧新株引受
権) 
 「株主総会の特別決議
(平成13年２月27日)」
銘柄 

新株予約権 
 「株主総会の特別決議
(平成14年６月25日)」
(平成14年８月23日発
行)銘柄 
これらの詳細について
は、第４「提出会社の
状況」１「株式の状
況」(2)「新株予約権
等の状況」に記載のと
おりであります。 

（注）１ １株当たり中間純損失が計上されているため記載しておりません。 
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(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

 
前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成15年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  444,937 260,335  399,510

２ 受取手形  ― 819  ―

３ 売掛金  101,568 153,746  79,938

４ 前払費用  7,934 8,621  7,469

５ その他 ※２  1,849 3,406  971

  貸倒引当金  △78 △126  △61

流動資産合計  556,212 57.3 426,803 50.9  487,829 54.6

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 工具器具備品  56,095 54,850  51,481

(2) その他  7,260 5,960  6,401

有形固定資産合計  63,355 6.5 60,810 7.2  57,883 6.5

２ 無形固定資産   

(1) ソフトウェア  191,250 198,662  190,895

(2) その他  6,707 7,454  6,890

無形固定資産合計  197,958 20.4 206,117 24.6  197,786 22.1

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  87,975 81,530  85,082

(2) 保証金  48,069 47,969  47,969

(3) その他  17,909 15,292  17,554

投資その他の資産合計  153,955 15.8 144,792 17.3  150,607 16.8

固定資産合計  415,269 42.7 411,721 49.1  406,276 45.4

資産合計  971,482 100.0 838,524 100.0  894,105 100.0
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前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成15年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  43,230 36,783  38,275

２ １年内返済予定 

  長期借入金 
 11,075 2,944  6,717

３ 未払金  27,808 51,494  17,649

４ 未払法人税等  475 475  950

５ 賞与引当金  13,305 17,260  21,463

６ その他 ※２  25,938 11,888  29,786

流動負債合計  121,832 12.5 120,845 14.4  114,842 12.9

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金  3,744 800  2,000

固定負債合計  3,744 0.4 800 0.1  2,000 0.2

負債合計  125,576 12.9 121,645 14.5  116,842 13.1

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  606,500 62.4 607,100 72.4  607,050 67.9

Ⅱ 資本剰余金   

 １ 資本準備金 430,500 430,500 430,500 

   資本剰余金合計  430,500 44.3 430,500 51.3  430,500 48.1

Ⅲ 利益剰余金   

 １ 中間(当期)未処理損失 191,093 320,721 260,286 

利益剰余金合計  △191,093 △19.6 △320,721 △38.2  △260,286 △29.1

資本合計  845,906 87.1 716,878 85.5  777,263 86.9

負債・資本合計  971,482 100.0 838,524 100.0  894,105 100.0

   
 



ファイル名:11期半期報告書.doc 更新日時:2004/01/09 15:39 印刷日時:04/01/09 15:44 

② 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   288,602 100.0 282,438 100.0  595,378 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  76,636 26.6 68,594 24.3  182,610 30.7

売上総利益   211,965 73.4 213,843 75.7  412,767 69.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  251,217 87.0 263,336 93.2  524,521 88.1

営業損失   39,251 △13.6 49,492 △17.5  111,754 △18.8

Ⅳ 営業外収益 ※２  29 0.0 134 0.0  283 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※３  325 0.1 71 0.0  461 0.1

経常損失   39,547 △13.7 49,429 △17.5  111,932 △18.8

Ⅵ 特別利益 ※４  135,261 46.9 5,802 2.1  141,385 23.8

Ⅶ 特別損失 ※５  6,896 2.4 16,333 5.8  9,358 1.6

税引前中間(当期)純利
益又は税引前中間純損
失(△) 

  88,817 30.8 △59,959 △21.2  20,094 3.4

法人税、住民税及び 
事業税 

 458 458 0.2 475 475 0.2 927 927 0.2

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

  88,358 30.6 △60,434 △21.4  19,166 3.2

前期繰越損失   279,452 260,286  279,452

中間(当期)未処理損失   191,093 320,721  260,286
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

(1)子会社株式 

 移動平均法による原

 価法 

(2)その他有価証券 

  時価のないもの 

  移動平均法による原

   価法 

有価証券 

(1)子会社株式 

 同左 

 

 

(2)その他有価証券 

  時価のないもの 

  同左 

有価証券 

(1)子会社株式 

 同左 

 

 

(2)その他有価証券 

  時価のないもの 

  同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

 なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物8～15年 

工具器具備品4～15年 

(1) 有形固定資産 

  同左 

 

(1) 有形固定資産 

同左 

 

 (2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利

用可能期間(5年)に

基づく定額法を採用

しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

定額法 

(3) 長期前払費用 

  同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込

額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給

する賞与の支出に充

てるため、支給見込

額に基づき計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

  同左 

(2) 賞与引当金 

  同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 同左  同左 

５ その他(中間)財務

諸表作成のための

基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

 同左 

(1)消費税等の会計処理 

 同左 

   (2)自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会

計基準 

 「自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会

計基準」(企業会計基準

委員会 平成14年２月21

日 企業会計基準第１

号)が平成14年４月１日

以後に適用されることに

なったことに伴い、当事

業年度から同会計基準に

よっております。 

これによる当事業年度の

損益に与える影響はあり

ません。 

 なお、財務諸表等規則

の改正により、当事業年

度における貸借対照表の

資本の部については、改

正後の財務諸表等規則に

より作成しております。

(3)１株当たり当期純利益

に関する会計基準等 

 「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」

(企業会計基準委員会

平成14年９月25日 企業

会計基準第２号)及び

「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準委

員会 平成14年９月25日

企業会計基準適用指針第

４号)が平成14年４月１

日以後開始する事業年度

に係る財務諸表から適用

されることになったこと

に伴い、当事業年度から
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同会計基準及び適用指針

によっております。 

 なお、当事業年度にお

いて、前事業年度と同様

の方式によった場合の１

株当たり情報について金

額に与える影響はありま

せん。 
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追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当中間会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計

基準（企業会計基準第１号）」（平

成14年２月21日 企業会計基準委員

会）を適用しております。 

 

（中間貸借対照表） 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間から「資本準備

金」は「資本剰余金」の内訳と「中

間未処理損失」は「利益剰余金」の

内訳として表示しております。 

────────── 

 

 

 

 

 

 

 

────────── 

 

────────── 

 

 

 

 

 

 

 

────────── 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度末 
(平成15年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額 51,877千円 
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 72,346千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 63,668千円
 

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２    ───── 
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(中間損益計算書関係) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 減価償却実施額 

    有形固定資産 

    無形固定資産 

 

10,555千円

20,915千円

 

10,833千円

20,078千円

 

21,674千円

38,702千円

※２ 営業外収益の 

   主要項目 

    受取利息 

 

 

29千円

 

 

134千円

 

 

211千円

※３ 営業外費用の 

   主要項目 

    支払利息 

 

 

325千円

 

 

71千円

 

 

461千円

※４ 特別利益の 

   主要項目 

    営業譲渡益 

    賞与引当金 

戻入益 

 

 

132,343千円

－

 

 

－

5,271千円

 

 

132,343千円

－

※５ 特別損失の 

   主要項目 

    固定資産 

    除却損 

    投資有価証券

評価損 

 

 

6,896千円

－

 

 

9,781千円

3,552千円

 

 

7,235千円

1,199千円
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

工具器具 

備品 

(千円) 

その他 

(千円) 

合計 

(千円) 

取得価額相当額 55,775 4,754 60,530

減価償却累計額 

相当額 
30,542 297 30,839

中間期末残高 

相当額 
25,233 4,457 29,690

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

工具器具

備品 

(千円)

その他

(千円)

合計 

(千円)

取得価額相当額 55,775 4,754 60,530

減価償却累計額

相当額 
44,486 1,485 45,972

中間期末残高

相当額 
11,289 3,268 14,557

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

工具器具 

備品 

(千円) 

その他 

(千円) 

合計 

(千円)

取得価額相当額 55,775 4,754 60,530

減価償却累計額 

相当額 
37,514 891 38,405

期末残高 

相当額 
18,261 3,863 22,124

 
② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 15,378千円 

１年超 15,643千円 

合計 31,021千円 

  

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 12,209千円

１年超 3,433千円

合計 15,643千円

  

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 15,536千円

１年超 7,835千円

合計 23,371千円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 7,602千円 

減価償却費 
相当額 

7,269千円 

支払利息相当額 361千円 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 7,911千円

減価償却費 
相当額 

7,566千円

支払利息相当額 218千円

  

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 15,513千円

減価償却費 
相当額 

14,835千円

支払利息相当額 662千円
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

⑤ 支払利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。 

⑤ 支払利息相当額の算定方法 

   同左 

⑤ 支払利息相当額の算定方法 

   同左 
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(有価証券関係) 

 前中間会計期間末(平成14年９月30日)、当中間会計期間末(平成15年９月30日)及び前事業年度末(平成15年３月
31日)のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 
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(１株当たり情報) 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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(2) 【その他】 

   該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第10期) 

自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

 
平成15年６月27日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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中 間 監 査 報 告 書
 

平成１４年１２月１８日 

 

株  式  会  社    ガ  ー  ラ

代 表 取 締 役 社 長 菊   川      曉 殿

 

 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ

代表社員
 

関与社員
公認会計士 渡  邊    啓  司 印 

 
関与社員

 
公認会計士 永  田    高  士 印 

 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ガーラの平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間監査に当たり当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る通常実施

すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務

諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社については、中間監査実施基準三に

準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認め

られる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されてお

り、また、中間連結財務諸表の表示方法は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成１

１年大蔵省令第２４号）の定めるところに準拠しているものと認められた。よって、当監査法人は、上記の中間連

結財務諸表が株式会社ガーラ及び連結子会社の平成１４年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上  
 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成１５年１２月３日 

 

株 式 会 社  ガ   ー   ラ

取 締 役 会 御中 

 

 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ

代表社員
  

関与社員
公認会計士 永 田 高 士 印 

  
関与社員

 
公認会計士 関  常 芳 印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ガーラの平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社ガーラ及び連結子会社の平成１５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成１５年４月１日から 

平成１５年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上  

                                           

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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中 間 監 査 報 告 書
 

平成１４年１２月１８日 

 

株  式  会  社    ガ  ー  ラ

代 表 取 締 役 社 長 菊   川      曉 殿

 

 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ

代表社員
 

関与社員
公認会計士 渡  邊    啓  司 印 

 
関与社員

 
公認会計士 永  田    高  士 印 

 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ガーラの平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの第１０期事業年度の中間会計期間（平成

１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間監査に当たり当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基

準に準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、

中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められ

る中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中

間財務諸表の表示方法は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５２年大蔵省令第３８

号）の定めるところに準拠しているものと認められた。よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が株式会社ガ

ーラの平成１４年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１４年４月１日から

平成１４年９月３０日まで）の経営成績の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上  
 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成１５年１２月３日 

 

株 式 会 社  ガ   ー   ラ

取 締 役 会 御中 

 

 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ

代表社員
  

関与社員
公認会計士 永 田 高 士 印 

  
関与社員

 
公認会計士 関  常 芳 印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ガーラの平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平成

１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ガーラの平成１５年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上  

                                           

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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